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昭和 19年 10月には文部省科学研究補助技術員養成所が付置され，終戦直後の昭和 20年 9月
に第三期の修了生を出し，その後，これは廃止された．昭和 21年 4月に文部省の下におかれ，
第一部（基礎理論研究部），第二部（自然科学研究部），第三部（社会科学研究部）の体制となった．
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の連鎖に階層構造を導入し「文化多様体解析 Cultural Manifold Analysis（CULMAN）」と称する
パラダイムを発展させている（図 2参照）1)．
この発想は，国際的な政策立案のためのパラダイムとしても参考になると期待される（図 3参
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か，アジアの伝統的価値観に対応するように見える部分もあり，しばしば彼の cultural map は，
日本やアジアが例外的あるいは牽強付会に位置づけられていた．（ただし，多くの批判的研究と
その後の Inglehartの長年の調査研究で，彼の cultural mapは順次修正され，また予期していた
世界の一様化 “one world”は，自ら実証的に否定するようになったようである．）他方で，日本
からは NHKが参画している ISSP（International Social Survey Program）の国際比較では，各国
共通の質問群に加え，宗教など各国の差違が著しい項目は各国固有の質問群を取り入れるなど
し，われわれの調査パラダイムの発想に近い．
われわれのパラダイムの説明は既に各書籍や各論文（芝井・吉野, 2013; 吉野, 2005a, 2011c; 吉
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ば，日本人は良くも悪くも極端な回答を避け，程度を控えめに言う傾向（中間回答選好傾向）や，
アメリカ人，アラブ人は Yes/Noを明確に言う，フランス人は否定的，批判的に回答する傾向な




































































査されており，2006年と 2010年は同じ調査機関（Kanes & Parsons社）によるもので，比較的同
様の回答分布を得ている．この意味では，現時点では，時代の差よりも調査機関の差違の影響






んどすべての国や地域で過半数がアジア的価値観の 2つの項目のペア a & bを選択している．
他方で，欧米の各国では，欧米的価値観と見られる c & dのペアの選択はフランスとドイツで
比較的多数であるものの，いずれの国でも過半数となるペアはない．他方で，洋の東西を問わ
ず，ほとんどの国々で 4つのうちで選択率が最高のものは「a．親孝行，親に対する愛情と尊敬
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れ，各宗教の信者の各質問項目に対する回答分布を調べることが多い．しかし，1990年前後の























b （問 43aで「1 もっている，信じている」と回答した人に）それは何という宗教ですか．（1つ
選択）
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Fujita and Yoshino（2009, Fig.8，Fig.9，Fig.10）では，環太平洋価値観国際比較の以下の A，
B，Cの質問項目群に対して，数量化 III類を適用して各国の関係を示している．
A．問 2（友好の相手国），問 3（生まれたい国），問 28（優れた政治家に任せるか），問 31（個人
が優先か，国が優先か），問 52e（政府の信頼），問 52i（国連の信頼）











問 3 〔カード 3〕もし，もういちど生まれ変われるとしたら，日本以外の国や地域で，次の中
ではどこに生まれたいですか．1つだけ選んでください．
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図 6．問 28「政治家に任せるか」と問 31「個人優先か国優先か」への数量化 III 類適用（図 6，7，




ベトナムのクラスターが分かれる（1 軸と 2軸の固有値は 1.4 と 1.3）．
（筆者注． 問 52は，aから jまでの 10項目あるが，上記の 2項目を取り上げた．）
Fujita and Yoshino（2009）の用いた環太平洋価値観国際比較データでは，調査国によっては




















図 7．問 28「政治家に任せるか」と問 31「個人優先か国優先か」と問 50e「政府を信頼」と問 50i
「国連を信頼」への数量化 III類適用．大きく右半分が一定程度発展した民主主義国家群，
左半分が独裁体制にある国々や地域（あるいは中華圏）が集まる．香港が中間的な位置に
ある．インドも中間的な位置にある（1 軸と 2 軸の固有値は 1.9 と 1.6）．
図 8．問 2「友好相手国」と問 3「生まれ変わりたい国」と問 28「政治家に任せるか」と問 31「個人




上海に近い（1 軸及び 2軸の固有値は 2.3 と 2.0）．
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実は，この 10数年ほど筆者が扱ってきた「信頼感」（もとは米国 GSSの信頼感に関する 3項
目）（吉野, 2008a, 2011d, 2014a; 吉野 編, 2010; Yoshino, 2002, 2005, 2009, 2013, 2014; 吉野・角
田, 2011, 2012）についても，回収層と非回収層の中でも意見分布がかなり異なりそうであると
推察している．少なくとも，日本調査では，低回収率の場合ほど，回収層は協力的な人々ばか






























































1) この発展の背景には，1980年代に California大学 Irvine校のW.H. Batchelder教授の研究助手とし
て協力した Cultural Consensus Theoryの展開がある．同理論に関する Romney, A.K., Weller, S.C.












において「Filial piety（親孝行）」だけでは通じないので，「Love and respect for parents（親に対する愛
情と尊敬）」を補ったという経緯があり，その後の国際比較における日本語調査票では「親孝行，親に







あり，米国調査では「Filial piety/Love and respect for parents」とあれば，先頭の Filial pietyが理解
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Cultural Manifold Analysis (CULMAN)
as a Paradigm of Cross-national Comparative Surveys
on National Character
Ryozo Yoshino
The Institute of Statistical Mathematics
This paper presents an overview of the history of national character study of the
Institute of Statistical Mathematics over the past 60 years. “Japanese National Character
Survey,” started in 1953, is a rare longitudinal survey in the world of research, and it
motivated other countries to start similar longitudinal surveys, such as GSS, ALLBUS,
Eurobarometer, etc. Since the early 1970s, the Japanese survey has been extended to a
cross-national survey series for more advanced study on Japanese national character in
a comparative context. This paper touches on some aspects of those surveys, including,
the cross-national studies and the paradigm called “Cultural Manifold Analysis (CUL-
MAN).” It is fortunate indeed to encourage a wide range of readers to better understand
the “cross-national comparative surveys of attitudes, opinion and social values” as basic
information for scientific research and policy-making.
Key words: Asia-Pacific Values Survey, cross-national survey, cultural manifold analysis, Japanese
national character, statistical random sampling survey, valid response rate.
